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� 情報化とくらしの変化

�1� 生活における情報化の現状
総務省の �情報通信白書� によれば� 2000年

12月時点での日本のインタ�ネット利用者数は
前年比で 74.0�増加し� 4,708万人となった�
そのうち� 2�593万人が� ほぼ毎日インタ�

ネットを利用している� 総務省では 2005年には

日本におけるインタ�ネット普及率は 69�にま
で上昇し� 利用者数は 8�720万人まで増加すると

いう見通しをたてている1	 
図表 1参照	�
若年層を中心に携帯電話の世帯普及率も引き続

き上昇しており� 2000年には�全世帯のおよそ 4

分の 3で携帯電話が使われている2	� こうした携
帯電話の普及に伴って� パソコンからのインタ�
ネット接続に加えて� 携帯電話からのインタ�
ネット接続も多くなっており� サ�ビス開始から
わずか 2年間しか経過していないにも関わらず�
携帯電話�PHSからのインタ�ネット利用者数
は実に 2,364万人にのぼっている� この数字はパ
ソコンからのインタ�ネット利用者数 3,723万

人と比べても引けを取らない3	�
1996年 4月には大和証券がインタ�ネットに

よる証券取引サ�ビスを開始し� 外資系銀行シ
ティバンクでも 1998年にインタ�ネットを利用

して行うバンキングサ�ビスを開設した� シティ
バンクでは 365日いつでも無料でサ�ビスが利
用できることを売り物に口座開設者を順調に増加

させている� 大和総研では� オンライン証券取引
口座数は 2000年末には 200万口座� 2003年末

には 500万�600万口座に達すると予想してい

る 
図表 2参照	�
現在では� 証券会社からのみならず� オリック
スなどの異業種からもこの分野への参入がおこな

われており� 金融ビッグバンを背景に� その数は
既に 20社を超えている� 大和総研では �参入の
時期に遅い� 早いの違いはあっても� ネット証券
会社数が近く 70社に達するのは確実である�� と
分析している4	�
ふだんの生活にもネット取引は細かく入り込ん

でおり� 書籍から衣類� 飛行機のチケットや食料
品までさまざまな商品をネット経由で購入する消

費者も増えている�
1995年に設立された� ドットコムの先駆けと

もなったオンライン書店である �アマゾン�ドッ
ト�コム� の成功は� アメリカを皮切りに世界中
に� 既存企業のネット取引参入やドットコム企業
といわれる� インタ�ネット関連の新しい形の企
業を次
生み出すきっかけのひとつともなった�
アマゾンは 1997年にハイテク関連株の多いナス

1	 総務省編 �2001年版情報通信白書� 2001年 .

2	 同上書�
3	 通常� インタ�ネット利用者のなかにはパソコンによ
る利用者と携帯電話による利用者が含まれる�

4	 大村 岳雄 
大和総研�総合企画室次長	 �オンライ
ン�トレ�ド最新リポ�ト� 日経ネット� 
http://
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図表 1 わが国におけるインタ�ネットの普及状況

�1 事業所は全国の �郵便業及び通信業を除く�� 従業者数 5人以上の事業所�
�2 �企業普及率 �300人以上�� は全国の �農業� 林業� 漁業及び鉱業を除く�� 従業者数 300人以上の企業�
�生活の情報化調査�� �通信利用動向調査� �総務省� より作成�
出所 	総務省 
2001年版情報通信白書� 2001年�

図表 2 日本のオンライン証券会社数

�出典� 大和総研調べ�

出所 	 �オンライン�トレ�ド最新リポ�ト� 大村 岳雄 �大和総研 日経ネット �http://markets.

nikkei.co.jp/onlinetraade/report/1�1cfm�� 2001年 11月 28日より�
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ダック市場に上場すると� 瞬く間に世界一のオン
ライン書店として知られるところとなった� これ
まで国内の CDショップに出向いて� しかもほと
んど定価でしか購入できなかった CDも� 本屋を
通じて何週間も待って初めて手にすることのでき

る洋書でも� アメリカに日本から注文する場合で
は 2週間ほどで商品が送られてくる� アマゾンで
は顧客自身が参加するオ�クションから顧客一人
一人の好みに合いそうな商品を提案するというき

め細かい顧客管理を行っている� 仮想店舗という
システムを用いて� アマゾンは� インタ�ネット
のもつ �情報の双方向性� という� 他のメディア
では実現が難しい独特の性質をいかし� 世界中に
顧客を有するまでになった�
こうした最終財取引市場 BtoC �企業-消費者間
取引� の規模は企業間で行われる BtoB �企業-企
業間取引� すなわち中間財取引市場には遠く及ば
ないものの� 2000年には 8,240億円に達してい

る�
ネット上のオンラインショップが急速に拡大し

た背景には� 長期化する不況のもとでの閉塞感が
漂う中� 生産者や流通業者が消費者に直接結びつ
くことができる新しいチャネルとして� 過剰とも
いえる期待感を持ち各企業が参入してきているこ

とがあげられる5��
同時に� 主要資本主義先進国のあいだで� 低成

長経済が固定化するなか� 取り立ててヒット商品
もなく設備投資が促進される動機付けも低くなっ

ている状況を打開し� 経済を活性化するための起
爆剤として ITを利用したいという意向があるこ

とも確かである�

�2� 電子商取引の拡大と製造業の変化
1� BtoB �企業間� 電子商取引の現状
中間財市場における電子商取引の取扱額は�

2000年現在 38兆 1�000億円となっており� 最
終消費財市場の 6,233億円をはるかに上回って

いる �図表 3�1参照��
2005年にはこの中間財市場は約 16兆円規模

にまで拡大するものと予測されるが� 図表 3�1

で明らかなように� この電子商取引は� 主として
財商品を対象としており� 製造業の分野で新たな
企業間連携の手段として利用されるようになって

きている� ここでは� 特に� この企業間の連携を
めぐる �新しい動き� として注目される中間財市
場における電子商取引の意味について考える�
中間財市場における産業別市場占有率 �図表 3

�2参照� をみると� 1999年時点では� 自動車産
業と電機産業の輸出型産業 2業種で市場規模全

体の 9割以上が占められている�
以下では� 自動車産業を例にとって� 電子商取
引の拡大とその背景にあるものを検証してみるこ

ととする�
自動車生産は他の耐久財とは比較にならないほ

ど多くの部品を組み立てる高度なアッセンブリ�
5� 姉歯 暁 �情報化とサ�ビス� 	現代サ�ビス経済論

創風社� 2000年 .

図表 3�1 電子商取引 �中間財市場� の市場規模

�ITが産業に与える影響に関する調査� より作成�
出所 �図表 1に同じ�
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産業であり� かつ日本の代表的な輸出型産業であ
る�

1999年度の自動車製造業の製造品出荷額は�
�全製造業の製造品出荷額の 13.4�� また� 機械
工業の 30�を占め� ている6��
自動車製造業の動向は� 出荷されるアウトプッ
トの量的大きさに加え� その傘下に数多くの部品
製造に関わる中小零細企業が存在する構造になっ

ているために� 国民経済に大きな影響を与えてい
る�
日本自動車工業会によれば� 自動車生産に必要
とされる部品数は約 5,000種類� 2�3万点にも

およぶといわれている� トヨタや日産など� 自動
車メ�カ�はその部品のほとんどを外部の企業か
ら調達しているのであり� 以前は� 大メ�カ�は
国内の下請けを組織し� 大企業向けの部品生産を
専門とする特定の下請けで行なわれていた� この
ような下請けを行う中小零細企業とそれを発注す

る大企業との間に培われてきたこれまでの関係

は� 中小零細企業にとってきわめて重要なもので
あった�
しかし� 1980年代に入ると� 日本からの海外

投資は急激に膨張し� 当初� 日本の海外投資額が
全体に占める割合は 3�であったものが 1997年

には 12�にまで上昇した�これで�日本企業の海
外投資額は世界第二位となったわけであるが� 株
式会社アシストの社長としてアメリカ型社会にし

がみつく日本への批判をおこなっているビル	
トッテン氏は� �世界の直接投資の大半が合併や
買収に向けたものであることを勘案すると� 物的
対外直接投資では日本の多国籍企業の投資額が世

界第 1位であると考えられる� と自らのホ�ム
ペ�ジの中で語っている7��

2� 企業間電子商取引増加の原因
1980年代から特に急増した日本企業の海外投

資に示されるように� 大企業を中心として海外か
らの部品調達や海外に生産ラインそのものを移す

動きが強まった� このころから� 海外企業との水
平分業が可能な企業はすでに国内の下請けとの連

携を断ち切る傾向を一層強めてきたのである� そ
の動きが電子商取引の拡大よりもずっと以前から

生じていたことに注目したい�
また� こうした動きは� 日本政府自身の政策に
よって支持されていたことにも留意する必要があ

る�
日本政府はかなり以前から完成車や自動車部品

の輸入に対して規制を緩和してきた�
例えば� 1965年には完成車の輸入が自由化さ

6� 日本自動車工業会ホ�ムペ�ジ�

http: / / www.jama.or.jp / 03_ industry / index.html��
2001年 11月 29日�

7� ビル	トッテンホ�ムペ�ジ�

http: / / www. billtotten. com / japanese / ow 1 / 00397.

html�� 2001年 12月 2日�

図表 3�2 電子商取引 
中間財市場� の業種別構成比の推移

�ITが産業に与える影響に関する調査� より作成�
出所 �図表 1に同じ�

経済科学研究所 紀要 第 32号 
2002�

� ���



れ� 1971年にはエンジンの輸入が自由化されて

いる�
1973年には資本の完全自由化が認められ�

1978年 3月には完成車の輸入関税じたいが廃

止� それ以降は現在に至るまで� 先進国では唯一
日本だけ関税はゼロとなっている� 自動車部品の
主要なものについても輸入関税も取り払われた�
自動車工業会では� 好意を持って次のような完
成車および自動車部品の輸入促進優遇策を列挙し

ている�
1. 自動車部品の売り込み /買い付けミッショ

ンへの支援�
2. 対日輸出向け右ハンドル化のための資金と

して� 米 GMに 4,200万ドル� フォ�ドに
1億 5,300万ドルなどの融資の低利での融

資�
3. 輸入車ショ�を全国 19都市で開催したり�

外国車常設展示場を東京�大阪�名古屋に
設置�

4. 輸入車の日本市場参入機会拡大のための自

動車認証制度の改善�簡素化�
5. 輸入を阻害しないための自動車基準の国際

化の促進�
6. 補修部品市場の参入機会拡大のための� 認
証整備工場や指定工場に係わる要件の大幅

な緩和8��
このように� 日本政府みずからが親会社の下請
けに存立基盤を持つ国内の中小企業を衰退させる

政策を取ってきたことも� 大企業と中小企業との
あいだの連携を崩壊させる一原動力となったので

ある�
こうした海外企業との提携が� 電子商取引の利
用によって� より急速にしかも距離的にもかなり
拡大することになったことは確かである� しか
し� こうした動きは電子商取引の拡大によって新
たに生じたのではない� 電子商取引が盛んに行わ
れるようになる以前から日本政府自身が促進して

きた製造業界の �グロ�バル化� の結果として�
また� 大企業が生産コストを押さえ競争に勝ち残
るために電子商取引を道具として利用することに

なったと考えるべきなのである�
3� 産業の空洞化と電子商取引
部品の数が多く� その調達コストが企業間競争
の勝敗を分ける大きな要素であったために� 自動
車産業や家電産業では早くから海外での部品調達

や生産ラインの海外移転などを進めてきた� その
ために� 一瞬にして地球の隅�にまで情報を発信
して� 予期せぬ相手からでも返信を受けとること
ができ� さらに発注から決済までをペ�パ�レス
のネット上ですませることができる電子商取引に

企業が飛びつくのは自然なことであった�
昨今� 企業が部品生産を受発注する際に� これ
までまったく関係のなかった国内外の企業をネッ

ト上で互いに見つけだし� 取引を始める動きも活
発化している� 具体的には� 日本の企業が� 発注
したい部品について� その概要や量� 望ましい価
格などの情報をネット上で流すと� これまで取引
関係になかった国や地域の企業がアクセスしてく

るといった流れで� 見知らぬ企業同志の最初のコ
ンタクトが行なわれる� これまでであれば顔の見
える関係で部品生産を受発注されたはずの企業間

提携関係に� ある日突然� 見も知らぬ相手が入り
込んでくるのである�
こうして� 下請けの中小企業は� ネット上で�
見ず知らずの企業が低価格で生産する部品と競争

していかねばならないことになる� たとえ親会社
が海外進出をしていなくとも� 電子商取引の拡大
によって� 下請けであった中小零細企業はそれと
同様の影響をうける傾向がつよまることにな

る9��
経済産業省の �企業動向調査� によれば� 2000

年の 10	12月期に製造業の海外現地法人から日

8� 日本自動車工業会ホ�ムペ�ジ� 
http:// www.jama.

or.jp/ 03_industry/ index.html�� 2001年 11月 29日�

9� このような状況に直面して� 親会社との縦の関係から
切り離された中小企業同士が今度は横の連携で助け合い

ながら仕事を獲得する試みが始まっている� 例として 3

つのホ�ムペ�ジを紹介しておこう�

情報社会における �情報� の変化とその本質 
姉歯�
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本向けに輸出された製品の金額は前年度比

24.1�増となっている�
電機業界では� 東芝や三菱電機といった大手企
業が国内生産を中止し� 中国やインドネシアと
いったアジア諸国で集中的にテレビの生産を行う

など� 部品生産�調達に限らず� 国内の中小企業
との関係を断ち切って� 海外で部品生産から製品
組み立てまですべてを行う体制が進んでいる�
多種な部品をグロ�バルに生産し� 効率よくそ
れを組み立てラインまで運び込み� 組み立て作業
までの工程に組み込むためには� かなり多くの情
報が� 時間をかけずにやりとりされる必要があ
る�
電子商取引はこうした受発注や諸手続に要する

書類を電子情報に置き換えることを通じて� 世界
中にちりばめられた生産ラインをより効率的にむ

すびつけることに有効である�
なお� 先に見たように 1999年には自動車産業

並びに電機産業が中間財市場に占める割合は 9

割にのぼっていたが� この割合は 2000年には

77�程度まで減少し� �その他の製造業� や� �卸
売り� など流通関連の比率が高まっている�
これは� 自動車産業や電機産業における BtoB

のインタ�ネット取引が減少したことを意味する
というよりは� 自動車産業や電機産業よりも一歩
遅れて電子商取引が他産業にも拡大したためと考

えられる� すなわち� 巨大輸出型産業である前述
の 2業種のみならず� 円高や企業間競争の激化を
背景に生産コストの低廉化を求め海外進出してい

く企業が製造業全体に拡大していることと� 製造
業に比べれば ITの導入が遅れていたとされる流

通業で� 近年� 後述する VANなどが急速に導入

され電子商取引による効率化がすすめられつつあ

ることが背景にあると考えられる�
重ねて忘れてはならないのは� 電子商取引が�

生産ラインの海外移転やグロ�バルな規模でのこ
れまでなかった目新しい企業間連携を急に創り出

すのではないということである�
大手企業の部品調達が海外企業とのあいだでも

行われる機会が増加し� 生産ライン自体を海外に
移す大企業が増える中で� もともと中小企業の切
り捨てを行ってきた大企業と日本政府の姿勢を背

景として� 電子商取引をそのための有効な手段と
して位置づけてきたことが� 今日の電子商取引の
中間財市場が顕著に拡大することにつながったの

である�

�3� 流通業における情報化の進展
1� 小売業における情報化の現状
高級品はデパ�トで購入し� 日常的な買い物は
近くの個人商店で購入するという消費行動の �棲
み分け� がなされていた消費流通の分野におい
て� 熾烈な競争関係が生じたのは� 1960年代で

あったと考えられる� 1960年代の高度経済成長

期に成立した大量生産大量消費システムは� 膨大
な種類と量の商品を販売する先をより多く必要と

することになった� ジャンルを超えてあらゆる商
品を売り場に並べるダイエ�やイト�ヨ�カ堂と
いった大手ス�パ�が� それまでのデパ�ト �百
貨店	 と零細小売店の棲み分けという構図に本格
的に割ってはいる形で消費流通の分野に大きな影

響を与えることになったのである�
その後� 1970年代以降の低成長時代に入って�
さらに流通分野の競争が激化し� 大手ス�パ�を
中心に� 店舗の仕入れの一本化による大量仕入れ
での低価格の実現と販売網の確保を促進するため

の系列化をすすめることになる� このころ参入し
てきたコンビニエンスストア�は� 夜間でも商品
を購入できることを売り物に� これまで百貨店や
大手ス�パ�が見逃してきた顧客を獲得すること
ができた� 当初は �便利だが品揃えが少ない� コ
ンビニと �夜はあいていないが� なんでも手ごろ

品川区中小企業情報ネットワ�ク�
�http:// www.industry.city.shinagawa.tokyo.jp/

igyosyu/ index.html	�
川口鋳物工業協同組合� �http:// www.saitama- j.or.jp/ �

k- imono/ 	�
目黒区産業振興ホ�ムペ�ジ� �http: / / www. city.

meguro.tokyo.jp/ sangyou/ top/ index.htm	�
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な価格で手に入る� 大手ス�パ�とでやはり �棲
み分け� がなされていた感もあった� しかし�
1980年代にはいり� さらに �売れない� 時代が
やってくると� 消費者の消費パタ�ンを年代層や
職業の特性とあわせて分析し� タ�ゲットを決め
て品揃えを行うセブンイレブンなどのコンビニが

大手ス�パ�に追いつき� 追い越すまでになって
くる�
現在ではレストランから CDレンタルショップ

まで� 広範に利用されている POS �Point of

Sales�販売時点情報管理�は�同質な消費階層の
獲得をめぐって競争が激化する� 大手ス�パ�の
代表格であるイト�ヨ�カ堂とコンビニエンスス
トア�の草分け的存在であるセブンイレブンに
よっていち早く導入された� これも� 在庫管理費
の節減や労働コストの削減に加えて消費者の日常

的な消費行動の概略をつかむことを重要な目的に

据えるという� 売りにくい時代に� より市場を細
分化した上で個別に食い込みをはかろうとしての

行動であった�ちなみに POSも�インタ�ネット
と同様� 元来アメリカ軍の軍用技術として開発さ
れた情報技術が民間に転用されたものである�
この POSを利用することによって�業者は�ど
の時点で何がどれくらい売れたのか� どんな年齢
層の消費者が購入したのかなどの情報を蓄積する

ことができるようになり� 一定の顧客層にタ�
ゲットを絞って品揃えやプロモ�ションを行うこ
とができる�
さらに� POSを導入することによって� 商品管
理や顧客管理事務を単純化させることとなり�
パ�トやアルバイトが簡単にその業務を担えるよ
うになった�
また� 不況による国内市場の縮小に対して流通
業界も少しでも空費を削減するべくますます在庫

を減らす動きを示しており� それがこうした販売
情報の利用を促進させることにつながっている�

2� 流通業界再編と VAN導入の意味

�売れない�不況の元で商品を売るためには�多
品種少量生産をさらに進め� マ�ケティングでい

うところの �市場細分化� に対応する生産方式を
作り上げていかねばならない� しかし� そのため
には� 細かい仕様が異なる商品それぞれに対応す
る部品を在庫で抱えている必要がある� しかし�
在庫費用は企業にとっては利益を生み出さない空

費であり� 生産価格の引き下げ競争にさらされて
いる生産者側では在庫に関わる費用を節約するた

めに� 看板方式をはじめとする �在庫を持たない
生産体制� を導入している� つまり� 生産者側で
は� 在庫を持たずに必要な時に最低限の部品数の
みの調達を行おうとするわけである� そもそも�
生産現場でどれだけの商品が生産されるかによっ

て流通業で取り扱う商品量が規定されるため� 生
産側から指示される輸送量が小さくなることに対

応して� 流通業者は少量の部品を何度かに分けて
輸送しなければならなくなる� こうした要請に応
えていかねば生き残ることができない物流の分野

で� このところ� IT技術を介して� 業界内で連携
を深めていく傾向が拡大している�
例えば� 物流業界では目的地までの往路	復路
で無駄に空荷のまま走行することのないよう� ト
ラックの荷台の空き状況や走行経路などの情報を

VAN �Value Added Network�付加価値情報
網� で相互に流しあい� 業務の効率化をはかろう
としている� これまでは� 各社がそれぞれのル�
トで知己の相手と連絡を取り合い調整を図らなけ

ればならなかったが� ITの普及により� VANを

通じて見知らぬ業者同士が広範に結びつくことが

できるようになり� 瞬時に互いの情報が手に入る
ようになった�
流通 VANには業界単位で組織される �業界

VAN� や一定地域内の異なる企業が集まって作
られる �地域内 VAN� などがある� そのいずれ
も� 製造業が不振にあえぐ中� 生産側からして
�無駄で削減すべき� 流通コストを担っている流
通業において� すでに一社単位ではこうした動き
に抗することもできず� 互いに連携していかねば
ならなくなっている状況を反映して拡大している

のである�
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�4� 消費分野における電子商取引の浸透
1� 消費分野における電子商取引への過度な

期待

1998年のクリスマスにアメリカで約 30億ド

ルのセ�ルスを記録したオンランショッピング
は� �e-クリスマス� と呼ばれ� 長引く不況からの
出口を模索していた日本の生産�流通の各方面に
日本でもこれからオンラインショッピングが定着

し� 消費者の購買意欲がそれによって喚起される
のではないかという期待が広がった�
実際� その年のクリスマスセ�ル期間には 125

万人のアメリカ人が e取引つまり電子商取引を初

めて利用し� 約 30億ドル以上の売り上げがあっ

たという� この傾向は翌年も続き� 1999年には

1998年の倍以上の売り上げがあり� 250万人が

e取引を初めて経験したという10��
この期待感は� IT関連株への投資意欲を加速

度的に増大させ� いわゆる ITバブルにつながっ

ていく�
そのバブルが崩壊した現在でもなお� アメリカ

では� 景気の落ち込みに加え 2001年 9月に起き

た同時多発テロとその後の報復戦争で国民全体が

購買意欲を後退させているといわれる� とりたて
て有効と思える策が見あたらない中で� 唯一アメ
リカの小売業界が頼みの綱にしているのが� あの
eクリスマスの再来である� 仮に� 1998年のクリ

スマスショッピングと同様のあるいはそれ以上の

販売が実現すれば� そこをステップに景気が一気
に回復するのではないかとする期待感が今でもア

メリカでは根強い�
日本では� アメリカほどではないにせよ� 1998

年のアメリカをみていた日本の業者は� 日本でも
これからほとんどすべてのショッピングがオンラ

インで行われるようになるかもしれないと予測

し� 期待もしていた�

竹内宏氏は� IT革命が生活をどのように変え

るかという点について言及する中で� 次のように
述べている� �マンション販売の大京では�ネット
経由で購入する顧客の割合がすでに一割に達し�
三年後には 3割になるものと考えています�11��
行政の側でも IT革命によって景気を回復させ

るという目的があるために� インタ�ネット利用
者やネット販売の市場規模を予測する際に恣意的

な推計値が設定されやすいという問題が生じる�
例えば� 三石氏が指摘するとおり� 所有権の移転
が伴わないアクセスまでもがネット販売の市場規

模の値に含まれていることは問題である� ア�
サ�アンダ�センと電子商取引推進協議会の合同
調査では 1999年分の消費者向け電子商取引市場

において� �不動産取引� が 860億円となってい

る �図表 4参照�� しかし� 三石氏は次のように指
摘する�
�これは住宅メ�カ�や自動車メ�カ�などの

ホ�ムペ�ジにアクセスし� 	カタログをくださ

10� セゾン総合研究所�セゾン情報システムズ編 	eリ
テ�ル 
流通を変えるイノベ�ション� 東洋経済新報社�
2000年� 26�27ペ�ジ�

11� 竹内 宏�IT革命研究会著 	これが �IT革命� だ
�
学生社� 2000年� 123ペ�ジ�

図表 .

B to C電子商取引市場の規模 +333年 �単位 
円�
PC関連製品 /+*億

書籍�CD 1*億

衣類 +.*億

食料品 +1*億

趣味�雑貨�家具 +**億

ギフト +/億

その他の物品 +**億

旅行 ,-*億

エンタ�テインメント -*億

自動車 20*億

不動産 22*億

金融 +1*億

サ�ビス 2/億

合計 �不動産をのぞく� ,.2*億

合 計 --0*億

出所 
電子商取引推進協議会およびア�サ�アンダ�
センコンサルティングによる共同調査 	日本の消費者
向け �B to C� 電子商取引市場規模� ,***年 +月�
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い�� �見積もりをください� などの依頼を行い�
個人名などの情報を入力した人に� �既存の営業
マン� がアプロ�チして� 成約に至った分の売り
上げである�12��
従って� 現在のネット上の BtoCの市場規模に

ついては慎重にみていく必要がある�
2� 流通の再編と消費者利益
典型的な販売流通の過程においては� 生産者か
ら消費者に商品が渡るまでに幾重もの卸と小売り

が存在している�しかし�この 30年間�メ�カ�
と卸売り�小売りとの系列は崩壊する傾向にあ
り� さらに卸売りが小売りを飛び越え� 販売をお
こなう例も増えている� 例えば� デルコンピュ�
タ 	DELL�は�店舗を持たず� コンピュ�タ�上
で宣伝を行い� 受注を受けて生産を行うというシ
ステムを採用して収益をあげている 	図表 5参

照�� デルでは消費者に直接自社のコンピュ�
タ�を販売し� 販売した製品についてのサポ�ト
もすべて自社で対応している� 当然� デルの価格
の安さは 
中抜き� を行うとともに店舗をもたな
いことで� 販売費用を節約していること� さらに
在庫を持たないことで在庫費用も削減できること

などから可能となっているのである13��

店舗は持ちつつ� ネットでも併行して販売を
行っている例としては� たとえば� オフィス用品
のメ�カ�であるコクヨがホ�ムペ�ジ上で一般
消費者向けに製品紹介を行い� 注文を受け付けて
いる� こうして� これまで主としてオフィス用に
販売していた文具品や家具などへの注文をネット

上で一般消費者からも受け付けることができるよ

うになったのである� その分� 小売でコクヨの家
具などを扱っていた小売店が流通からはずされる

可能性が出てくる�
また� たとえ� 卸を 
中抜き� しないまでも�
個人商店を系列化することで市場占有率を上げよ

うとしてきた日本のメ�カ�は� 不況と家電製品
の過剰生産が加速化している状況のもとで� これ
までの個人商店を対象とした系列化から� 
大店
法� の規制緩和で大規模店舗を作りやすくなった
量販店を新しいチャネルとして位置づけるように

なっている14�� 平成 11年版の業態別小売店統計

	経済産業省� によれば� 
電気店� を含む� 
家
具�什器�家庭用機械器具小売業� だけを取って
みても� 1999年は 1997年と比べ従業員 3�4人

の小売店では店舗数が 8.1�減少し� 2人以下で

は 14.3�も減少しているのに対して� 30�49人

規模の店舗は 23.8�� 50� 99人規模では

28.7�� 100人以上の店舗は 73.3�増加してい12� 三石玲子著 �間違いだらけのネットビジネス�90の落

とし穴�� フォレスト出版� 2000年� 24�25ペ�ジ�
13� その DELLも� 1999年のピ�ク時と比べると� 年平
均株価が 2001年 2月には半分まで落ちこんでいる�

14� 青木俊昭� 斎藤雅道� 青山悦子著 �日本のビッグ�イ
ンダストリ�流通� 大月書店� 2000年� 128ペ�ジ�

図表 / DELLComputerの株価の推移

Highlights of Dell’s Stock History

June ,,, +322 Initial Public Offering 
2./* �
April 3, +33, Three-for-Two Split ,/.2+ -2.1,

Oct. ,1, +33/ Two-for-One Split ./.** +-/.**

Dec. 0, +330 Two-for-One Split /0.1/ -.*./*

July ,/, +331 Two-for-One Split 2+./* 312.**

March 0, +332 Two-for-One Split 03.,/ +,00,.**

Sept. ., +332 Two-for-One Split /..1/ ,,0,2.**

March /, +333 Two-for-One Split .-.*- 4,131.**

November ,, ,**+ Close of Last Quarter ,..3, ,,-3,.-,

http://www.dell.com/us/en/gen/corporate/factpack_**,.htm 2000年 12月 1日�
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る� このように� 大規模小売店と家族経営の �街
の店� との間に大きな開きが出ている背景には�
メ�カ�が販売予想台数に応じて� 量販可能な店
に対しては価格を低く設定したり� 大型小売店で
は直接メ�カ�や卸から買い付けを行うなど�
様�な形での中抜きを行っているためであり� こ
のように価格の安さが顕著な大型店に消費者があ

つまるからである�
価格の安さは消費者を引きつける主要な要素で

あるが� こうした大規模な量販店では� とかくア
フタ�ケアの面で問題が多い� �街の電気店�を例
に取れば� こうしたまちなかの商店は量販店に比
べて同じ商品でも価格が高いが� アフタ�ケアで
はより迅速に対応できる体制がある� 設置から使
用説明� 故障時の対応などは� 量販店とはかなり
の違いがある� 量販店の場合� 設置に関してはほ
とんど外部の業者に任せており� 各消費者の住宅
環境やニ�ズに細かく対応できるかどうかという
点で問題が生じる可能性がある� 機械の使用説明
に関しては� 説明書などに記載されるメ�カ�に
直接コンタクトを取らねばならないことが圧倒的

に多く� 販売した量販店ではそうしたアフタ�ケ
アへの対応を考えた人的配置などは実質的に行わ

れていない� 従って消費者はかかりにくい電話で
メ�カ�のカスタマ�サ�ビスなどに連絡を取
り� それも電話などの間接的手段で質問するいが
いに方法がない� また� まちなかの小売店の場合
には顔見知りであることも多いため� どんな質問
にたいしても必要とあれば実際に家まで駆けつけ

て説明を行ったり� 故障箇所の点検�修理�メ�
カ�の修理が必要であればメ�カ�との交渉さえ
無料であるいは低価格で引き受けてくれる� ま
た� 量販店との価格の違いが明白であるため� 小
売店ではこのアフタ�サ�ビスに力を入れるとこ
ろが多い�
特に最近では� 消費者向けに量販店の価格比較
まで掲載するサイトがユ�ザ�の関心を集めてい
る� 消費者は電気製品を購入するときには� 価格
を比較し� もっとも低い価格の商品を扱う量販店

に直接アクセスすることができる� そこでは� 街
の電気屋が売り物にしているアフタ�ケアはあま
り問題にされず� 価格だけの情報が行き来するこ
とになる� 一方では� こうした量販店の価格面に
のみ特化した情報提供に対抗してアフタ�ケアに
焦点をしぼり� 情報提供を行う街の商店のホ�ム
ペ�ジもみられるが� やはり主流は価格競争であ
り� 電子商取引は� このような価格競争に広範な
商店を巻き込み� さらに価格引き下げのための中
抜きを各商店に迫ることになる�
特に耐久消費財のように� 一商品あたりの利用
予測年限が比較的長く� その間の部品の消耗や故
障などが当然予測されるものに対して� 価格だけ
に集中した情報提供を行うことで本当に消費者の

利益となるのかどうか疑問である�
3� インタ�ネット上の情報と消費者利益
世界的な低成長と ITやネット取引への過大な

期待から� ドットコム企業は� 株価を順調に上げ
続け� 小売業の約 3割がオンライン上の店舗を有

するなど� オンライン上の店舗数も急増した� 特
に前述した 1998年のクリスマス商戦における電

子商取引の大成功が投資家の期待を集め� わずか
半年で IT関連株は約 2倍の株価上昇を記録した

のである� しかし� でもわかるように� 2000年 3

月期をピ�クに� 投資熱もさめはじめた �図表 6

参照	�
当初� 小売分野における電子商取引の拡大はダ
イレクトメ�ルやカタログ頒布という� 既存の販
売手法をオンライン販売という手法に置き換える

ことによって� それまでにとりこめなかった新た
な消費者を顧客にする可能性を有しているとさ

れ� 革新的な変化が小売業界にもたらされるもの
と期待された� 確かに� それまでのペ�パ�上で
の通販情報の発信は� 送りつける相手が特定され
ていた上に郵送の期間や注文を受け付けるまでに

一定の時間が必要とされた� また� 商品に対する
問い合わせなどに対応するための人員配置が必要

で� 電話やファックスの回線がつながっている時
間以外では消費者は問い合わせをすることができ
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なかった� しかし� ネット上で行われる �通販�
の場合� そこにアクセスしてくる消費者は不特定
であり� 瞬時に広範な消費者に情報を発信するこ
とができる� また� 問い合わせがメ�ルで行われ
る場合� 消費者はいつでも自由な時間にメ�ルを
送り� 業者からの返信を待っていればよい� 電話
線が混み合っているからと待たされることもな

い� 従って� 消費者は興味を持った商品や業者に
直接� 時間を選ばず連絡を取ることも可能であ
る�
オンラインショッピングのこのような便利さ

が� 企業がこれまでは予期しなかったほどの広範
囲の消費者からのアクセスを呼び込むものと期待

されているのである�
�不特定の消費者� を獲得できる可能性を持つ

ネット上の通販は� 企業が予期せぬ顧客がどこか
に存在しているという期待を企業に持たせること

になるわけである�
しかし�実際のところ�こうしたネット販売は�
それまでにすでに存在していた �通販� をイン
タ�ネット上で行っているに過ぎず� それほど目
新しい販売方法ではなく� つきつめればチラシや
カタログに掲載されている商品情報がウェッブサ

イト上に展開されているにすぎない� しかも� 通

常店舗で目にすることのできる商品数に比べると

ウェッブサイト上の情報は比べものにならないほ

どに少ない� 平面の画面に張りついた状態で視覚
に入る情報は� 本来その商品が有しているはずの
情報量には遠く及ばない� たとえば� 衣料品であ
れば� メ�カ�ごとに異なる微妙なサイズの違
い� 肌触り� 色具合など� どうしてもネット上の
情報だけでは消費者は手を出しにくい性格を持っ

ている� ブランド品のようにすでに一定の規格が
存在しており� 消費者のがわに一定のイメ�ジが
できあがっており� さらに不都合があればブラン
ドメ�カ�が対応してくれるという絶大な信頼関
係があれば� ネット上の少ない情報でも消費者は
満足できるかもしれない�
しかし� 新規ブランドの衣服を� 試着せず� 手
触りも確かめることなくいきなりオンライン

ショッピングで購入する消費者がどの程度存在す

るのであろうか�
前述の eクリスマスが日本でも注目の的となっ

た翌年� 日経 BP社が 1999年 12月下旬に行っ

た �インタ�ネット歳末ギフト調査 1999� によ
れば� 1999年末に歳暮やクリスマス�プレゼン
トなどをネットショッピングで購入した� つまり
日本で e- クリスマスを実践した消費者は� イン

図表 6 米国ドットコム企業の株価推移

Bloomburg資料� 各種報道資料等より作成�
出所 �図表 1に同じ�
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タ�ネット�ユ�ザ�のわずか 7.7�にすぎず�
しかも� 1人当りの平均購入金額は 1万 7�213円

だった15��
数多くの消費地にいくつもの店舗を持ち� 莫大

な宣伝費を投じることが難しい生産者や流通業者

にとって� ネット上にバ�チャル店舗をもつこと
で� 生産地と消費地との空間的ギャップを超え�
消費者に直接つながることが可能になり� 自然に
消費者から注文が集まってくるといわれていた

ネット取引は不況の中での救世主的存在であっ

た� 当初� ネット上に仮想店舗を展開すれば� 実
際の店舗は不要となり� 店舗を設立したり� それ
を維持する費用が削減できるといわれていた�
しかし� 実際には� リアルな店舗をもたずにす
べてをネット上の店舗のみで販売することに成功

を収めた事例は� 最大手の Amazonや E-bayな

どごくわずかであって� 単一の商品カテゴリ�を
取り扱う店舗ではさらに成功をおさめた例はきわ

めて少数となる�
例えば� アメリカでは� バ�チャル店舗のみで
実際の店舗は不要であると判断した販売店が結局

は� ネット上での販売不振に一度たたんだ店舗を
再度オ�プンさせることになるなどの実例が報告
されている� 家にいたまま� 実物にふれず� バ�
チャル店舗でのみショッピングをすませるような

生活は当分はやってこないのではないかとおもわ

れる�
�2001年版情報通信白書� によれば� 数多くの

弱小ドットコム企業は淘汰され� 電子商取引の場
でもそれぞれのカテゴリ�を訪れるネットユ�
ザ�の半数が上位 3社のホ�ムペ�ジにアクセ
スしているという� この世界でも� すでに �伝統
的な� 市場におけると同様に� 力の強い企業に市
場が支配されるという構図になっているのであ

る�
2001年の感謝祭の週� 5�000万人のアメリカ

人がネット上でショッピングを体験した� これ
は� 2000年の感謝祭当時と比べて 43�増であっ
た� ただし� このように多くの消費者がこの期間
にアクセスしたサイトは� 大手のドットコム企業
であった� 例えば� 期間中 400万人がアクセスし

た E-bay 	イ�ベイ� や 2�300万人がアクセスし

た Amazon 	アマゾン�� 毎日 1�200万人が訪れ

た AOL 	アウル� などである16��

� 消費者にとってのインタ�ネット情報

�1� 消費者にとって必要な情報とは何か
情報化の進展は消費者の利益を守り� 発展させ
るに十分なものを保証していくことに有効なもの

なのであろうか�
通常� 消費者は商品を購入する際に� 商品情報
を十分に持って商品を選んでいるわけではない�
商品そのものが複雑になり� その生産プロセスも
わからなくなってきている中で� 商品のブラック
ボックス化がますます進行しているのが現代社会

における消費者のおかれている状況である�
他方� 生産者は商品についての最新の情報� 高
度な知識や技術を有しているが� その知識は販売
を促進する目的で提供されるものであり� いくら
消費者の側で望んでいる情報であろうとも� 自社
のホ�ムペ�ジで� 自社製品の販売を阻害するお
それがある情報を提供するものではない�
これまでも� TVや新聞などの既存メディアで

企業が提供する情報では消費者の権利を守れない

からこそ� 消費者は生産者並びに流通業者� 政府
行政にたいして� 提供したがらない情報こそを提
供させる努力を続けてきたのであって� この関係
は情報媒体がインタ�ネットに変わろうとも� 企
業活動の本質や消費者政策が変わらない限りかわ

らない�

�2� ネット市場の現実

15� 日経 BP社 
インタ�ネット視聴率センタ���
	http:// ma.nikkeibp.co.jp/MA/ guests/ release/ 0001_

03/ 000126xmas.htm�� 2000年 1月 26日�

16� 情報検案会社 yahoo 	アメリカ� 
デイリ�ニュ�ス�
	http: / / dailynews. yahoo. com / h / nf / 20011129 / bs /

15024_1.html�� 2001年 11月 29日�
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電通によれば� 2000年 �1-12月� の総広告費
は 6兆 1,102億円と前年比 107.2�の伸びであっ
た17�� 3年ぶりに広告費総額が増加したなかで�
もっとも伸びが著しかったのはインタ�ネット広
告費で� 前年比 244.8�と前年の二倍を超える伸
び率であった� もっとも� 一般世帯にインタ�
ネットが普及し始めたのはここ数年間にすぎな

い� 1996年には� 一般世帯がまだ 3.3�であった
ことを考えれば� インタ�ネットの世帯普及率が
34�と 10倍になった 2000年現在でも広告費が

2倍という伸びはそれほど大きくないのではない

かとも思われる� 現在のインタ�ネット広告費は
2000年で 590億円となっており� テレビ� 新聞�
ラジオ� 雑誌の �四媒体広告費� 3兆 9�707億円

と比較すると� わずか 1.4�程度にすぎない�
そもそも� 最終消費者向けにネット販売を行う
業者のうち� どれくらいの業者が大きな利益をえ
ているのであろうか� 中小の資本力の乏しい業者
や個人起業家が �一攫千金� のごとく� ネット上
の店舗で利益を得られるのであろうか�
野村総研の �サイバ�ビジネス統計� 2000� に

よれば� ショッピングモ�ルへの出店者の業種は
主として �卸売り	小売り� �食料品� だが� 経営
規模を見てみると� 従業員が 10人以下の企業で

6割が占められている� また� 一店舗あたりの
�月平均の売上高�も 10万円未満が 5割以上を占

めているという� ネット上の店舗を商店街のよう
にまとめたサイトであるショッピングモ�ルに加
入し� 自社のホ�ムペ�ジをリンクさせてもらう
ことで中小の業者が手にすることのできる利益は

きわめて小さいことがわかる�
また� 電子商取引で取り扱う商品のうちで�

もっとも情報化社会にふさわしい商品である�
CDなどの媒体を介さず� インタ�ネット上での
ダウンロ�ドを介して売り買いされるダウンロ�
ドタイプの �コンテンツ� 販売についてさえ� こ
うしたコンテンツ販売をおこなう店舗は全体のわ

ずか 5�にすぎないという結果も報告されてい
る�

e-クリスマスで消費者へのネット販売が大成功

であるかに見えるアメリカでは� 中小の食品生産
会社の 87�が� ネット取引と関係のないところ
で利益を上げているのであり� ネット取引を行う
システムを構築できる可能性を有する業者は全体

の 13�� オンラインですでに注文を実際に受け
ている業者は 5�にすぎないと指摘されてい
る18��
ネット上といえども� 少数の大企業が市場を占
有し� 多数の小規模企業が残りの部分を分け合っ
ている実態はかわらないのである�
三石氏によれば� 通常のリアルな店舗で買い物
をする消費者の 5割以上が主婦であるというが�
ネットユ�ザ�に占める当該階層はわずか 6�で
あるという19��

�3� 広告媒体としてのインタ�ネット情報の
限界

買い物の主体に届かない広告では意味がない�
ペ�パ�上の広告とことなり� 目的の情報までた
どり着くために� 消費者は� ホ�ムペ�ジから入
り込んで何度か画面をクリックし� それでも最後
には自分に訴えかけてくる情報がない場合もあり

得る� ネット上の情報は何段階かの階層に分か
れ� それを一度に広い机の上に平らに広げて比較
することができない�
衣類や食品� その他の商品を購入しようとする
場合に� 他社製品との比較をスム�ズに行うため
には� どうしても情報を一平面に同時に並べ� 

をつけ� ある時は切り抜いておくなどの作業が必
要である� このどの機能もコンピュ�タ�は可能
にさせてくれるはずのものであるが� しかし� 小
さな画面で比較し� 切り取りもバ�チャルな世界

17� �日本の広告費� 電通� �http:// www.dentsu.co.jp/

marketing_frm.html�� 2001年 11月 29日�

18� インタ�ネットビジネス関連のソフト会社 actinic.

comのホ�ムペ�ジより� �http: / / www.actinic.com /

news/ product_reviews.html�� 2001年 11月 29日�
19� 三石� 前掲書� 22�23ペ�ジ�
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でしかもかなり時間をかけなければその作業がで

きない� はさみで切り取り� 壁に貼る位の作業で
あれば� コンピュ�タ�上で同じことを行うより
は� 時間も手間もかからない�
そう考え� 行動する多くの消費者の潜在的ニ�
ズを引き出すには� やはりペ�パ�上の情報が必
要なのである� さらにテレビやラジオのように�
インタ�ネットユ�ザ�とは比較にならないほど
広範な消費者に届くはずの広告媒体に� あいかわ
らず巨大な広告費がつぎ込まれることも当然であ

る�
インタ�ネットにアクセスし� 商品をオ�ダ�
する消費者は� すでにそのサイトにアクセスする
際に購入希望品目と購入意志とをかなり明確に

持っていると考えられるからである� 消費者本人
では気がつかない潜在的なニ�ズを引き寄せる役
割を果たすにはインタ�ネット上の情報はまだま
だ浸透力が弱い�
加えて� インタ�ネット広告が注目されるよう
になるまでに� テレビやラジオなどの既成の媒体
にすでに膨大な広告費がつぎ込まれているという

ことは� 消費者に十分な商品情報の提供が行われ

ているはずである� しかし� リアルな商品そのも
のにさえ� 表示が充分行われていない状況下で
は� たとえ� インタ�ネット上で多くの商品情報
が企業によって提供されることになったとして

も� 消費者が本当に知らなければならない情報が
伝えられないという状況は変わらないと考える�

�4� 消費者のニ�ズとインタ�ネット情報の
限界

ここでは前述したネット上の商品情報につい

て� さらに消費者ニ�ズとの関わりで詳しく検討
してみよう�
企業はそれぞれホ�ムペ�ジを持ち� 消費者が
自由にアクセスすることができる環境を整えては

いるが� 例えば食品であればすべての原料や添加
物� 遺伝子組み換え原料を利用しているか否かと
いった情報を提供しているホ�ムペ�ジは皆無に
等しい�
食料品に限らず� 前述した衣類を例に挙げれ

ば� リアルな店舗で幾度か購入した経験があり�
自分に合うサイズもわかっているなど� その商品
についての知識がある程度備わっている消費者が

図表 1 日本の広告費 �年別�媒体別伸張率�

総広告費 媒体別前年比 ���

金 額

�億円�
前年比

���
マスコミ

四媒体
SP

衛星

メディア

インタ�
ネット新聞 雑誌 ラジオ テレビ

平成 ,年 �+33*� //,0.2 +*3.1 +*2.3 +*0.2 +++.0 ++,.* +*3.1 +++.+ +,/.- �
-年 � ’3+� /1,,0+ +*,.3 +*,., 32.3 +*-.- +*-.* +*..1 +*.., 3+.0 �
.年 � ’3,� /.,0++ 3/.. 3/., 3*./ 3/./ 31.1 32.. 3/.1 +*..0 �
/年 � ’3-� /+,,1- 3-.3 3-.0 3+.+ 3,.0 23.3 30., 3... +*... �
0年 � ’3.� /+,02, +**.2 +*,.* +*+.+ +*+.0 30.* +*-.. 32.1 +*/.* �
1年 � ’3/� /.,,0- +*/.* +*/.1 +*..* +*1.2 +*,.0 +*0.2 +*-.0 +,0.. �
2年 � ’30� /1,1+/ +*0.. +*1.3 +*0., +*2.2 +*..2 +*3., +*-./ ++*.+ �
3年 � ’31� /3,30+ +*-.3 +*..+ +*,.+ +*1.3 +*-.* +*..2 +*-.+ ++,.0 -2+.-

+*年 � ’32� /1,1++ 30., 3/.2 3-.- 30.3 3/.2 31.+ 30.1 ++*., +3*.*

++年 � ’33� /0,330 32.2 31.2 31.3 32., 3..3 32.* 33.2 +*.., ,++..

+,年 �,***� 0+,+*, +*1., +*1.1 +*2.+ +*... +*+.. +*2.1 +*../ ++2., ,...2

注 � ,***年 +月	+,月に投じられた広告費を� マスコミ四媒体を始め SP �セ�ルスプロモ�ション� 媒体�
ニュ�メディア �ケ�ブルテレビなど� の広告媒体料と広告制作費について推定したもの�
出所 � �株� 電通 
日本の広告費 ,***� 電通ホ�ムペ�ジ http://www.dentsu.co.jp/marketing_frm.htmlより�
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追加的にネット上で購入する場合が多くなってい

る� コンピュ�タ�の画面上では手触りや細かい
フィット感などがわからない上� ウオッシャブル
素材であるのかなどといった細かい情報を手に入

れることが難しいために� 特定の企業のホ�ム
ペ�ジにアクセスした段階で消費者は購買の意志
をすでにもっていると考えるべきである� 実際に
は� ホ�ムペ�ジをみる前に� 消費者はすでに�
消費者自身がリアルな店舗で経験したことや確た

る社会的な評判を見聞きすることによって蓄積し

た情報をもとに� 一定の範囲の選択を行っている
と考えられる�
実際� �購入品目上位 10品目� を表した統計に
よれば� 電子商取引で消費者が購入している品目
は� いずれも� デジタルコンテンツのダウンロ�
ドなどネット上で手に入れることを最初から想定

して生産されたものであるか� あるいはネット上
の情報だけに限らず� その他の情報ソ�スによっ
て消費者がある程度の予測がつく商品の購入が多

くなっていることがわかる� 例えば� 図表をみる
と� コンピュ�タ�などの情報関連機器はについ
てメ�カ�がほぼ数社に絞られており� 同じ商品
についてテレビや雑誌などで大量の宣伝が流され

ているものである� 従って� 消費者は� ネット上
の情報にアクセスする際に� すでにどのようなタ
イプのどのメ�カ�の商品に興味があるかはっき
りと自覚しているのである� ネット上の情報は�
そうした消費者にとっては初めて触れるものでは

なく� ネット上の情報にアクセスするプロセス
は� 消費者にとっては� すでにテレビなどの既存
媒体で構築された漠然とした興味を具体化する作

業に過ぎないのかもしれない�
商品情報がパンフレットで手渡されようが�

ホ�ムペ�ジの形になって提供されようが� 情報
発信源である企業に対してどれほどの情報提供が

義務化されているかによって消費者に向けて発信

される情報量はそれほど変わるわけではない� 消
費者がペ�パ�情報に比べて場所や時を選ばず既
存の情報を手に入れる便利さはインタ�ネットに

よって拡大したが� 本当に消費者が手に入れたい
情報は� これまで通り行政が情報開示を義務づけ
る以外にはない�

�5� 消費者相互間の情報交換の可能性
企業側からの商品情報については限りがあると

はいえ� 消費者自身が自らのホ�ムペ�ジを持
ち� かつ多くの消費者がインタ�ネットを利用す
る状況が生まれたことは確かである� その結果�
これまで� 個�に商品を購入し� しかも最終的な
商品購入の選択は個人の意志に任されていること

から互いに連携しにくかった消費者が� 自ら情報
を発信し� 直接顔を合わせたこともない消費者同
士が連携を取りあえる可能性が生まれている�
例えば� 非営利目的で作られたホ�ムペ�ジの
中には� ス�パ�マ�ケットでの不当表示に対す
る抗議から消費生活センタ�を介して行った相手
方との交渉までを実名をつけて公開しているホ�
ムペ�ジや� 弁護士による消費者被害に関する
ホ�ムペ�ジなどが見受けられるようになり� そ
うしたペ�ジからリンクをはった先にある国民生
活センタ�のホ�ムペ�ジにアクセスすれば� こ
れまでどこに訴えれば自分の消費者被害が救済さ

れるのかわからなかった消費者でも� さらに消費
者問題に関する多岐にわたる情報を手に入れるこ

とができるようになるほか� 実際に消費生活セン
タ�や国民生活センタ�という存在を知ることが
できるようになる�
また� 消費者自らがネット上で商品情報を提供
しあうためにインタ�ネットを利用することもで
きる�例えば�アメリカのアマゾンのサイトでは�
書籍や CDなどを先に購入したユ�ザ�が寄せた
感想を同じペ�ジの �講評欄� に掲載して� あと
からアクセスした消費者はそれを参考にしながら

購入するかどうかを決定することが可能である�
そうはいっても� インタ�ネットにアクセスす
ることができる消費者は後述するように限られた

階層である�
悪質な業者にだまされて� 2000年度に東京都
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消費生活総合センタ�や都内区市町村の消費者相
談窓に相談に訪れた 60歳以上の高齢者が全相談

者にしめる割合は 12.9�にのぼっている� 特に
�60歳代�� �70歳代� �80歳以上� それぞれにつ
いてみてみると� �60歳代� では 1997年度に

�59.9�� だったものが 2000年には �54.2�� に
下がったものの� �70歳代� は 1997年度の

�30.7�� から 2000年度には �33.5�� に上昇し
ている� �80歳以上� でも� 1997年度に �9.4��
であったものが� 2000年度では �12.2�� に上昇
している20� �図表 8参照��
実際には� 多くの高齢者が消費者被害にあって
いるにもかかわらず� その当事者のなかにイン
タ�ネットにアクセスすることができるものはそ

れほど多くはないのである� この点については�
�	�3� において詳しく述べることとする�

� 情報化社会と消費者問題

�1� 個人情報の漏洩可能性

インタ�ネットにアクセスするとき� また実際
に電子商取引を利用して商品を購入しようとする

とき� 消費者は相手方が発する情報を受け取るだ
けの存在にはとどまらない� 商品購入の際には�
消費者は支払の方法としてクレジットカ�ドの番
号から年令� 住所� 職業などを企業側に提供しな
ければならない� アメリカなどでは電子商取引の
決済は通常クレジットカ�ドで行われるが� 日本
ではそこで自分自身の個人情報やクレジットカ�
ドの番号を打ち込むことに抵抗感をおぼえる消費

者が多い� 現に� アメリカでは電子商取引に伴う
20� 東京都消費生活総合センタ� �今月の消費者相談� 平
成 13年 10月 31日発行�

図表 2 高齢者 �契約当事者 60歳以上� 相談 �年度別推移�

契約当事者 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度

60

歳
代

男 性
女 性
不明等

2�088 � 22�3�
3�455 � 37�0�

56 � 0�6�

2�341 � 22�4�
3�618 � 34�6�

58 � 0�6�

2�669 � 21�3�
4�355 � 34�8�

80 � 0�6�

2�531 � 20�0�
4�233 � 33�4�

100 � 0�8�

計
対前年増減

5�599 � 59�9�
� � � �

6�017 � 57�5�
418 � 7�5�

7�104 � 56�8�
1�087 � 18�1�

6�864 � 54�2�
�240 � �3�4�

70

歳
代

男 性
女 性
不明等

1�099 � 11�8�
1�728 � 18�5�

45 � 0�5�

1�174 � 11�2�
2�127 � 20�3�

88 � 0�8�

1�328 � 10�6�
2�637 � 21�1�

69 � 0�6�

1�439 � 11�4�
2�695 � 21�3�

113 � 0�9�

計
対前年増減

2�872 � 30�7�
� � � �

3�389 � 32�4�
517 � 18�0�

4�034 � 32�2�
645 � 19�0�

4�247 � 33�5�
213 � 5�3�

80

歳
以
上

男 性
女 性
不明等

296 � 3�2�
548 � 5�9�

32 � 0�3�

337 � 3�2�
680 � 6�5�

43 � 0�4�

470 � 3�8�
861 � 6�9�

49 � 0�4�

515 � 4�1�
956 � 7�6�

78 � 0�6�

計
対前年増減

876 � 9�4�
� � � �

1�060 � 10�1�
184 � 21�0�

1�380 � 11�0�
320 � 30�2�

1�549 � 12�2�
169 � 12�2�

60

歳
以
上

男 性
女 性
不明等

3�483 � 37�3�
5�731 � 61�3�

133 � 1�4�

3�852 � 36�8�
6�425 � 61�4�

189 � 1�8�

4�467 � 35�7�
7�853 � 62�7�

198 � 1�6�

4�485 � 35�4�
7�884 � 62�3�

291 � 2�3�

計 �A�
対前年増減

9�347 �100�0�
� � � �

10�466 �100�0�
1�119 � 12�0�

12�518 �100�0�
2�052 � 19�6�

12�660 �100�0�
142 � 1�1�

全相談件数 �B�
�A� / �B�

87�059
�10�7�

87�584
�11�9�

92�383
�13�6�

98�422
�12�9�

�単位は件数� 括弧内数字はパ�セント� 以下同じ��
出所 
東京都消費生活総合センタ� �今月の消費者相談� 2001年 10月�
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決済の多くがクレジットカ�ドで行われるが� 日
本では品物を受け取る際に代金引換で決済を行っ

たり� 銀行振り込みを利用する割合が圧倒的に高
く� クレジットカ�ドでの決済は 2割にも満たな

い21��
先に挙げた 1999年末の日本における年末のギ

フトショッピングでは� 購入代金の支払いの
48.6�は �銀行振り込み� によって行われた� そ
の他� �コンビニ決済� が 5.6�であったことから
も� �電子決済を利用しなかった人が半数を超え
た� という22��
消費者が決済にクレジットカ�ドを使いたがら

ない理由の多くは個人情報などを画面上に打ち込

むことへの抵抗感である�
確かに� 個人情報が漏えいする事例も発生し問
題になっている� 図表 9の事例の如く� ペ�パ�
情報以上に瞬く間に広範に広がっていくという点

で� いったん情報が漏洩すると� その被害は甚大
なものとなる可能性がある� こうした報道がなさ
れるたびにますます消費者の不信感はつのり� 消
費者は商品を受け取る際に直接決済を行うことに

なる�

�2� 電子商取引における消費者被害の増加
電子商取引は� 相手の顔が見えないことに加

え� 国境を越えて取引が行われるために� 国ごと
にことなる法律がどこまで適用できるかを巡って

各国間政府で調整をはかるための議論が続いてい

る�

21� 野村総研 �日本のサイバ�ビジネス統計��
�http:// www.ccci.or.jp�� 2000年 1月 26日�

22� 日経 BP社 	インタ�ネット視聴率センタ�
�
�http:// ma.nikkeibp.co.jp/MA/ guests/ release/ 0001_

03/ 000126xmas.htm�� 2000年 1月 26日�

図表 3 個人情報の漏洩事例

�電気通信分野における個人情報の漏えい事例�
平成 +,年 +*月に� 大手電気通信事業者の代理店から約 -万人分の顧客情報が流出している旨の報道がなされ�
また� 同年 ++月には� 同社が顧客情報を代理店に提供していた旨の報道がなされた�

�その他の個人情報の漏えい事例�

日 時 概 要

平成 +*年 1月�
平成 +,年 ++月

�++月に判明�

人材派遣大手企業が運営する障害者の雇用支援のサイトで行われたオンライン署名に参加し

た人の名前や住所� 電話番号などの個人情報が ,年 .ケ月にわたり� 外部から閲覧できる状
態となり� +*/人分の個人情報が流出した可能性がある�

,月 �/月に判明� 家庭用ゲ�ム機をインタ�ネットにより予約した顧客の個人情報が� Web上で流出した可能

性が判明した� �予約者に割り当てられた �受注番号� を入力すると� ,00人の顧客の氏名や

届け先住所などを閲覧できる状態となっていた��

2月 インタ�ネット上での先物取引受託業者が� 法人�個人の顧客約 +,*カ所に一斎に電子メ�
ルを送った際� 誤操作により� 全送付先の顧客の名前とメ�ルアドレスのリストを添付した
ことが判明した�

+*月 九州のホテルが� 顧客 +/**人に同社の新サ�ビスを告知する電子メ�ルを送信した際� 誤っ
て顧客の氏名と電子メ�ルアドレスが本人を含めて全顧客にも見える形式であったことが判
明した�

++月 大手教育出版企業の広告関連会社が運営している採用者向けの専用サイトを通じて応募した

+**人以上の実名� 住所� 電話番号や学歴などの個人情報がウェブサ�バ�上で� だれでも
閲覧が可能な状態になっていた� URLが無関係な電子掲示板に掲裁されため� 応募者にはい
たずら電話が相次いだ�

各種資料より作成�
出所 
 	+333年版通信白書
 郵政省 �現総務省�� ,***年�

情報社会における �情報� の変化とその本質 �姉歯�
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日本でも� 電子商取引に伴う税の申告漏れに対
処するために� 東京国税局が �電子商取引専門調
査チ�ム �サイバ�税務署�� を発足させた�
また� 海外の宝くじを日本国内で購入すると違
法行為になることを知らせずにダイレクトメ�ル
で誘いをかけ� 代金だけ払い込ませるなど� 日本
人をねらった広告のメ�ルが海外から送られるよ
うになり� 被害を拡大させている23�ことなど国境

を越えて日本国内に持ち込まれる悪徳商法に対し

て� 国民生活センタ�では消費者に警戒を呼びか
けている�
全米消費者センタ�協会 �NACAA� と米国消
費者連盟 �CFA� がまとめた消費者苦情相談調査
報告書でも� インタ�ネット関連の詐欺行為への
苦情が� 1997年の 23%から 1998年には 39�へ
と急増している�

EU域内でも電子商取引に関して� 商品を提供
している企業の所在地の法律を適用するとともに

23� 国民生活センタ�ホ�ムペ�ジ .

�http:// www.kokusen.go.jp��

図表 10�1 インタ�ネット利用者全体 /パソコンインタ�ネット利用者 /携帯電話	PHSインタ�ネット
利用者に占める男女別割合

�出典� インタ�ネット利用格差に関する調査�
出所 
図表 1に同じ�

図表 10�2 年齢別にみたインタ�ネット利用者全体 /パソコンインタ�ネット利用 /携帯電話	PHS

インタ�ネット利用の比率

�出典� インタ�ネット利用格差に関する調査�
出所 
図表 1に同じ�
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商品を受け取る消費者の居住地の政府も必要に応

じて企業活動に制限を加えることができるという

指令を採択するなど� 各国� 地域で消費者保護の
ための方策が採られつつあるところである� しか
し� ネット上では� ダイレクトメ�ルを用いるよ
りもはるかに早く広範な消費者に情報が伝達され

るために� 被害が国境を越え� 金額も莫大なもの
になる危険性がある� プロバイダ�によって提供
されるメ�ルアドレスに国境を越え毎日数十通も
のメ�ルが送られ� �投資� �資格� �金融� などと
いった文字が甘い言葉と共に消費者に誘いをかけ

てくる� ネットを使用したマルチ商法による被害
や知らない間に国際電話に接続され� 高額な電話
代が請求される事件など� 消費者� 特にインタ�
ネットの利用者の多い 20代� 30代に被害が多く

発生している�

(3� デジタルデバイド
情報化社会にあって� その情報を享受できる者
と享受できないもののあいだに発生する格差をデ

ジタルデバイドという� この格差は� 個人が置か
れた社会的�家庭的�身体的�精神的要因などに

よって情報通信手段を利用する機会や利用するた

めの技術を身に付ける機会に格差が生じているこ

とを背景に生み出される�
昨今� IT�情報化の進展と共に� 国内で� そし

て世界レベルで� このデジタルデバイドが問題視
されるようになってきている �図表 10-1� 10-2�
図表 11参照��
�情報通信白書 2001年版� によれば� 以前は男

女間でネット利用者比率にかなり格差があったも

のの� 現在ではインタ�ネット利用者全体にしめ
る男女の比率は� 男性が 55.5	� 女性が 44.5	
と� それほど違いは見られなくなっている�
日本におけるインタ�ネット利用者数は前年比
で 74	増加し�インタ�ネット普及率は 1999年

の 19.1	から大きく増加し 37.1	となった� も
ちろんこうしたインタ�ネット普及率の増加に
は� パソコン以外の端末である携帯電話�PHS

利用者の増加が大きく影響している�
年齢層別に見てみると� パソコンによるイン

タ�ネット利用者が多いのは �20代� �30代�
�40代�となっているが�携帯電話や PHSを介し

てのインタ�ネット利用は �10代� �20代� で�

図表 11 世帯年収別にみたインタ�ネット利用 /自宅のパソコンからのインタ�ネット利用 /携帯電話�PHS

インタ�ネット利用

�出典� インタ�ネット利用格差に関する調査�
出所 
図表 1に同じ�
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その割合は両年代とも 5割以上にのぼっている�
世帯年収では� �400万円未満� が 21.1��

�1000万円以上� が 58.8�と� 年収によってイン
タ�ネット利用にはかなりの差が生じている�
まとめてみると� パソコンを端末に利用してイ
ンタ�ネット接続を行っているのは� 20代から

40代で年収も比較的高い者ということになる�
また� �無職� と �主婦�主夫� は利用率が低く
なっており� �学生� と �勤務者� はインタ�ネッ
ト利用率が高い�
ビデオリサ�チネットコムによる調査では� 最
近では自宅外のみならず自宅においてもインタ�
ネットを利用する比率が高くなっているが� 自宅
でインタ�ネットを利用するものを性と年齢で分
けてみてみると男性では 50代で 28.5�� 60代

でも 10.5�は利用しているのに対して� 女性は
50代では 14.5�と同年代の男性の半分近くまで
落ち込んでいる� また� 60代以上ではわずか

2.5�と男性の 4分の 1以下である �図表 12参

照	� 男性は 60代でもかなりのものが仕事を持

ち� OA機器が身近にあるために� コンピュ�
タ�やインタ�ネットに触れる機会もあり� 自宅
でインタ�ネットを利用する動機付けも持ちやす
い� 女性は 40代�50代では不安定就業や主婦が

多く仕事でコンピュ�タ�を使用する機会がない
ため� インタ�ネット利用の動機付けが難しいの

が実状である� ただし 10代からインタ�ネット
に触れている割合がすでに男女ともに 44�を超
えていることから� 将来的にはこの傾向にはかな
りの変化が見られることになるであろうと予測さ

れる�

�4� 電子自治体と情報デバイド
日本政府は 2001年 1月に IT革命を推進する

ための �e- Japan戦略� を策定した� この計画で
は 5年以内に世界最先端の IT国家となることを

うたっており� 2003年度までに IT自治体� すな
わち行政情報の電子情報化や事務をペ�パ�レス
化 �電子化	 することなどがもりこまれている�
この計画具体化の一環として総務省と文部科学

省では特別に予算枠をを設け� 各都道府県�市町
村の公民館や大学などの教育機関を会場として

�コンピュ�タ��リテラシ�� のための教室を
開いており� ほとんどの自治体で募集定員の数倍
もの申し込みがある�
政府としては� こうしたリテラシ�教育をまん
べんなく行うことによって ITを軸とした経済の

復興と� なによりもコンピュ�タ�などを自宅で
使うようになった国民がコンピュ�タ�や周辺機
器を買い入れることで� 新たな購買力を創出した
いのであるが� それと同時に自治体サ�ビスを電
子情報で代替し� 事務の省力化を図りたい意向で

図表 12 自宅内インタ�ネット利用率 �性年代別 /全ハ�ドウェア	 2001.9�10調査

注 �1	 株式会社ビデオリサ�チネットコムによる調査� 調査時期は 2001年 9月�
注 �2	 サンプル数は全国 60�000世帯�

出所
 http: www.vrneicom.co.jp/press/pressdata/200110101.html� 2001年 10月 10日�
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ある�
この �電子自治体� の考え方については� 一般
には� 自宅から住民票をネットを通じて取り出せ
るようになるほか� 一般からの自治体への意見な
ども常時受け付けることができるようになり� 情
報の相互通行が可能になるなど� 世の中の論調と
してはペ�パ�レス推進で自治体行政が住民に
とって� より利便性の高いものに変わるという楽
観的なものが主流を占めている�
しかし� 公共団体で発行される情報がペ�パ�
レス化した場合� 家にコンピュ�タ�を置いてい
ない世帯では� どのように情報にアクセスすれば
よいのだろうか� 前述したように� インタ�ネッ
トに日常的にアクセスする年齢階層は 20代� 30

代にピ�クを迎え 50代からは利用率が下がって

くる� たとえ� 現在の 30代が 60代になるころに

はリテラシ�はまんべんなく行き渡っているにせ
よ� それまでの約 30年間は� �電子自治体� が立
ち上がっても利用できない人がかなり出てくるも

のと考えられる� とすれば� 電子自治体の実現に
よって� 自治体の役所の窓口で市民に対応してい
た職員を減らすことになれば� 高齢者を中心とし
て通常の自治体サ�ビスを受けることができない
層が生まれることになる�
また� 前述したホ�ムペ�ジ上の商品情報の例
と同じく情報はあくまでも情報を発信する主体の

姿勢がそのまま反映したものとなることが地方自

治体のホ�ムペ�ジでも一目瞭然である�
つまり� 同じ自治体でも� 自治体ごとに作られ
ているホ�ムペ�ジを比べれば� 結局はその自治
体の長が日頃どのような姿勢で一般市民に接して

いるのかが� それぞれのペ�ジに出ていることが
わかるということである�
長野県のホ�ムペ�ジには田中知事の発言全文
から日程表� 知事交際費の使途までが公表されて
おり� ガラス張りの県政を目指そうとする知事の
姿勢が現れている� さらに一般からの意見がどの
ように知事に伝わっているのかが誰にもわかるよ

うになっており� 情報の相互通行を目的にした

ホ�ムペ�ジの作りになっている24��
狛江市のホ�ムペ�ジには� 市の広報はもちろ
ん� 市長みずからが市民の批判や賛同の意見一つ
一つに答えているペ�ジがある� 狛江市が開催す
る �花火大会� のための予算についても� �無駄で
ある� とする市民の意見に対して� 市長自ら花火
大会にかかる予算とその効果について� 市民一人
あたりの支出に金額を当てはめるなど� 市民との
対話をすすめることで市政を運営していこうとす

る姿勢が感じられる�
ホ�ムペ�ジの作り方にはその自治体の日頃の
姿勢が反映されているのであって� インタ�ネッ
ト上の情報になったからといって� 情報量がいき
なり多くなり� 情報量が多くなったからといって
ただちに市民に開かれた行政になるわけでもな

い�
逆にいえば� ペ�パ�情報だからといって情報
量が少なく市民との情報の相互通行がはかれない

わけでもない� 電子情報が情報の双方向性を有す
る情報媒体になりうることは確かであるが� 媒体
はあくまで道具であり� ようは何をどう伝えたい
のかが重要である� そもそもその自治体が日頃ど
ちらに顔を向けて都道府県政を遂行しているかと

いった基本姿勢が最も重要なものなのであり� 道
具を使いこなす能力はこの基本姿勢に依るのであ

る� すなわち� 電子情報にしたところで� 情報の
本質は変わらないばかりか� ペ�パ�レスにして
しまうことで� かえってこれまで得られていた情
報さえ得られなくなる者も出てくることが問題な

のである� もっとも� できるだけ自治体が発信す
る情報を一般市民に理解してもらおうと考える自

治体であれば� コンピュ�タ�やインタ�ネット
利用者が 100�に満たない以上� ペ�パ�レスに
はしないであろう�

�5� 世界地域から見たデバイド

24� OA情報化政策討論集会実行委員会/自治体問題研究所

�IT	電子自治体をどう見る
 自治体問題研究所� 2001

年�
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日本におけるインタ�ネット普及率はめざまし
くのびてはいるものの� 国勢的には日本の普及率
は第 14位となっており� 普及率は決して高くは
ない �図表 13参照��
世界のインタ�ネット利用者数は急増してお

り�中でも �アメリカ�カナダ�が全体の 41.1	�
�ヨ�ロッパ� が 27.8	� �アジア�パシフィッ
ク� が 25.8	を占めている� その反面� �南米�
�アフリカ� �中東� といった地域ではインタ�
ネットはそれほど普及してはいない� 南米の中で
も� 軍事費をすべて教育に回すことによって高度
の IT教育を実現する努力をすすめるコスタリカ

の例はあるものの� 現在戦闘に市民が巻き込まれ
ているアフガニスタンやシェラレオネなどの国

では� コンピュ�タ�はおろか通常の教育を受け
るための施設も教師も教材もなきに等しい� これ
までの南北問題に代表される大幅な経済格差は

�情報� の格差にそのまま反映され� ますます �情
報� を持つ国と持たない国との格差を拡大するこ
とになり� �情報�が国家間格差を解消するどころ
かますます拡大することにもなりかねない�
こうした国
では� コンピュ�タ�やインタ�
ネットよりもまずは食糧と基本的な教育が必要な

のである�

� まとめ

セゾン総合研究所とセゾン情報システムズがま

とめた �eリテ�ル �流通を変えるイノベ�ショ
ン
 は� ITによって生じるであろう今後の我
の
生活の変化を次のようにまとめている�
� 端末があればどこからでもどこへでも自在

にネットワ�クできる�
� 時間的制約が薄れ� 好きな時間に好きな行
動をするという生活の 24時間化が進む�

� 発信者自身から情報を直接受け取ることが

できることで� 情報の質�量がともに拡大
し� その一方で虚偽の部分を見分け� 判断
し� 選択する情報収集能力が深化する�

などなどである�
しかし� 常に端末を抱え� 24時間仕事におわ

れ� 家庭生活と仕事の場とのあいだに柵がなくな
ることが本当に人間らしい生活なのであろうか�
携帯電話で上司から呼び出されることを常に気に

しながら電車にのっている労働者や長期休暇中も

会社の同僚からのメ�ルをチェックする労働者が
4割を超えるアメリカの現状25�をみれば� イン

25� アメリカでは会社員の 42	が長期休暇中も電子メ�ル
をのぞき� 毎日届く平均 22通のメ�ルに 49分かけて受

図表 13 世界のインタ�ネット利用者における地域別割合

出所 �図表 1に同じ�
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タ�ネットの拡大によって賃労働の場が生活の場
を侵し� 包括する状況しか考えられない�
また� 情報が瞬時に広範囲に発信できる手段を
提供するのがインタ�ネットであることは確かで
あるが� 加工食品の原材料生産国名や遺伝子組み
換え作物の使用の有無などといった発信者の好ま

ない情報は� それをいくら消費者の側で必要とし
ても� 積極的な発信を企業に望むことは難しい�
むしろ� ひとり一人が本当に必要な情報は� 例え
ば� ホ�ムペ�ジを提供している企業が隠したい
情報である� また� 提供される情報が虚偽である
のか� 真実であるのか� それを判断することは�
いくらインタ�ネット上の情報量が増えても� か
なり難しい� インタ�ネットはすべての者が情報
を自ら発信できる可能性をつくり出す� しかし�
自らホ�ムペ�ジを作り� ネット上に乗せ� その
ペ�ジを更新するなどの作業ができるスキルを持
つ高齢者はそれほどいない� コンピュ�タ�を保
有することもない高齢者が多いなかで� 年齢と所
得によって生じる情報デバイドの問題にとどまら

ず� 情報がインタ�ネット上で提供されることを
前提として� 窓口業務の人員を削減するのであれ
ば� これまで得られていた情報からも疎外される
人�がでてくる�

人から人へ直接言葉で伝え� レスポンスを得る
という� 情報を確実に伝達する手段としては最も
有効な� 人間同志の会話という媒体を補完する役
割としては� インタ�ネット上の情報は有効であ
ろうが� 直接行われる人間同士の会話にネット情
報が取って代わることが望ましいとは思えない�
また� 情報処理のためのスキルはインタ�ネット
にアクセスすることによって得られるのではない

ことは� 特にインタ�ネット利用率の高い 20代�
30代で消費者被害相談者が多いことでも明らか

である� 情報の虚偽性を見分けることはむしろ�
インタ�ネット上で行われるチャットなどのバ�
チャルな会話よりも� 表情をみながら言葉の背後
にあるものを見極めるなどといった� 社会生活の
なかで人間同士の会話が育てる情報処理のスキル

を必要とする�
あまりにインタ�ネットを過大評価するあまり
に� インタ�ネットが単なる情報媒体の道具であ
ることを忘れ� 道具が社会を自然とよりよい方向
へと導いていくかのように語ることは� インタ�
ネットの本質を見誤らせ� 過大な期待を経済社会
に抱かせることになる�

�大妻女子大学社会情報学部助教授�

信送信を行う �メ�ル依存かメ�ル中毒の症状� を呈し
ている� 朝日新聞夕刊� 2001年 7月 19日�
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